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独立行政法人国立青少年教育振興機構  

次世代育成支援及び女性活躍推進行動計画 

  

 

職員が仕事と育児等を両立させることができ、女性が活躍できる働きやすい環境をつくるこ

とによって、全ての職員がその能力を十分に発揮できるようにするため、次のように行動計画

を策定する。 

 

 

１．計画期間  令和６年４月１日～令和８年３月３１日 

 

 

２．当機構の課題 

（１）仕事と育児等との両立支援に関する理解と環境醸成の一層の促進 

（２）管理職に占める女性の割合の向上 

 

 

３．内  容 

 
 
 

 

 

取組内容： 

令和６年４月～ 

➢ 両立支援制度について、リーフレット等により職員の理解を深め取得の促進を図るとと

もに、男性職員の育児休業取得及び育児のための休暇制度の利用促進に向けた周知啓発

や理解促進のための意識啓発を行う。 

➢ 固定的な性別役割分担意識の是正のための意識啓発を実施する。 

 

 

 

 

 

 

取組内容： 

令和６年４月～ 

➢ 不妊治療についての理解を深め、不妊治療と仕事を両立しやすい職場風土を醸成するた

め、管理職の会議等において、セミナー等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

目標１：仕事と育児等との両立支援制度の利用促進のための取組を実施するとともに 

休みやすい職場風土を醸成する。 

目標２：不妊治療を受ける労働者に配慮した取組を実施する。 
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取組内容： 

令和６年４月～ 

➢ 管理職の会議等において、超過勤務の縮減及び年次有給休暇の（連続）取得促進に向け   

た周知啓発等を行い、ワークライフバランスの一層の向上を図る。 

➢ 全ての職員にとって働きやすい職場環境となることを目指し、ハラスメント防止研修等 

 の実施により、意識啓発を行う。 

 

 

 
 

 

 

取組内容： 

令和６年４月～ 

➢ 女性同士の交流機会の設定等によるネットワーク形成を支援する。 

➢ 帰りやすい職場風土等に向けた管理職自身の勤務時間管理の徹底を促す。 

➢ 女性限定の管理職の公募を行い、女性の多様なロールモデルになり得る人材を採用する。 

 

 

 

目標４：管理職（課長級以上）に占める女性の割合を 18％以上とする。 

目標３：平均勤続年数の差異（現在 88.3％）を男性平均の 90％以上に上げる。 


